
産 業 化 論

は しが き

本講では、市場経済の発達のいわば最 も新 しい 「近代」 「現代」の局面にあたる産業化 とい

う問題を取 り上げてみよ う。後でふれるように、 どうも地域研究者の多 くは、この産業化とい

う事態に対 して、否定的見解を示されている。近代科学技術 という強力な 「普遍論理」が、世

界資本主義 という、これまた強力な経済 システムの浸透 によって、個性ある地域社会を 「画一

化」 し、 「普遍化」 しつ くそうとしている事態に対 して、地域研究者の多 くがある種のいらだ

ちに近い ものを感 じていることは、筆者にもそれな りに理解 しうるところである。最近理論経

済学の領域で独創的な仕事を連続 して公表されている岩井克人氏 と雑談 した折 に、岩井氏は次

のよ うな趣旨の発言をされた。

資本主義とは、普遍的な力を秘めた形式、ない し制度である。 この資本主義 は、地域

の持っ生態系等での固有性を、市場経済計算に基づ くスカラー量での差異性に転換させ

る強い力を持つ。現在の開発が抱えている問題とは、 この固有性 とその外部か らの差異

化 との間に対立Conflictが 発生することか ら生まれ出て きているのではないか。

岩井氏な らではの大層意味深い発言である。地域研究者 は各地域の持っ固有性の発見に努め

ていたので、 この対立の顕在化 ・普遍化をはっきりと認識す ることがで きるからであろう、現

代資本主義、ない し産業化に強い反発を示さざるを得なかったよ うである。 しか し、本講では

この問題を直接論 じることはしないで、産業化に関わる重要な経済学内部の論点を考察 してい

くことにする。本講 は、地域研究者によって も、そ して多数 の経済学者によって も、 ともに

「普遍的」過程と して捉えられていることが多いこの産業化という近代的経済変化の過程が、

実 は決 して 「普遍的」過程ではな くて、それが展開される場である地域や社会の個性を反映 し

て、実は多様な展開を示す ことになるのではないか という点を少 しで も明確 にしてい くことを

目的 としている。

1.産 業 化論

ア ジア地 域 にお ける経 済開発 の 勝者 と敗者

経済開発の達成度とい う基準で見てみる限 りで、 日本から中東、中央 アジァまで広がる広大

なアジア地域が大 きく 「勝者 と敗者」(ポ ール ・ケネディ 『21世紀の難問に備えて』)と に両
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極分解 して しまっていることは、残念なが ら疑 う余地のない事実といわざるをえない。日本か

ら韓国 ・台湾等東アジアNI Es. そ して タ イ ・マ レー シ ア 等 ASEAN というアジァ地域の

東側に 「群れをな して飛ぶ雁」というイメージで語 られている成長 し続ける勝者群が はりつい

ている。 これに対 して、イン ド等南アジアから中東 ・中央アジアにかけては、一部の産油国を

除 いて、その原因はいろいろとあるが経済停滞、ひいては国内経済の崩壊 とい う経済危機に

陥って しまっている国が多い。その中に、1960年 代に第3世 界め中心 と見なされていたインド

が含まれていることは印象的です らある。 もはや1990年 代に入 った今 日では、1960年 代の国際

政治の議論において、最有力な概念であった南側世界、あるいは第3世 界 とい う言葉は、完全

に死語 となって しまったといってもよい。

　 「敗者」と見なされている諸国は、現在、新たなる経済開発の達成を目的とした自己改革へ

の取 り組 みを始めている。共産中国の1970年 代末の経済自由化か ら、現在の社会主義市場経済

体制への移行は、まさにこの代表事例 といえる。大半の社会主義国 は、過去かなり長い期間に

渡 り、国家による福祉 という発想に慣 らされてきた後で、個人の責任に基づいた勤労倫理の構

築、ない し再構築 という根本的 とい ってもよいほどの社会経済システムの変革に直面 している。

その前途 は決 して平易ではないといわざるをえないようである。さらに、必ず しも強固な国家

計画体制をとって きたわけではない国々で も、国家主導 ・国営企業中心型の国内経済運営の失

敗が明 らかにな り、通常世界銀行の使い始めた概念を用いて、構造調整 と呼ばれることが多い

国内経済の統制か らの脱皮、っまり規制緩和と民営化がはか られて いる。中東 において は、

1980年 代初めか ら規制緩和によって、それまでの工タイズムか らの脱脚をはか っている トルコ、

また、南 アジアにおいては、最新の政権によって この規制緩和を加速化 しはじあているイ ンド

といった諸国が この典型例 といえ る。 これ らの国の経済パフォーマンスを注意深 く観察 してみ

るとき、単に国家統制の緩和、ない し廃止だけで、国家の統制を離れて 自己責任の下に社会の

大半の人間がそれな りにや る気を持 って、 この経済 自由化に積極的に反応 し、結果 として長年

に渡って停滞 し続けて きた国内経済が活性化 しうるかどうかは、決 して楽観視 しえないようで

ある。・

新古 典学 派開 発経 済学 を こえ て

　ところで、そ もそ もどうしてアジア地域が少な くとも経済成長の達成という点で、 このよう

に 「勝者 と敗者」とに分解 して しまったのだろうか。この疑問に対す る新古典学派開発経済学

の最 も正統的な解答 は、各国政府の採用する経済開発戦略 ・政策のゆえであったという簡単、
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かつ明瞭な ものとなっている。端的に表現 してみて、毛沢東の中国が採用 したような鎖国型社

会主義戦略やネルーのイ ンドが採用 したよ うな輸入代替型計画開発戦略ではな くて、韓国 ・台

湾が採用 したような、外国市場と外国資本 ・技術の積極的活用をはかるように、国内での民間

経済活動の自由を保証させるよ うな政策体系を採用すれば、どこで も市場 メカニズム本来の活

力によって、経済成長が実現す るはずだとい うのがその解答となっている。社会主義国での市

場経済への移行の試みや トルコ ・イン ドでの経済自由化、規制緩和の動 きが、開発経済学のこ

の正統的な見解を取 り入れて、その経済停滞を打破 しようとする改革の試みとなっていること

は間違いない。それ ほど開発経済学のこの見解 は、現在世界で有力な知的見解 とな っているの

である。

このような新古典学派開発経済学の中でも、最近にな ってある種の知の動揺が見 られている

ことは事実であ る。世界銀行の最近公表された研究報告書r東 アジアの奇跡1経 済成長 と公共

政策』は、新古典学派の正統的見解に比べ ると、より多 くの役割を政府 に要求する 「市場に友

情的なmarketfriendly政 策介入」論 を提唱 している。その根拠とされているのは、後です ぐ

紹介するように、特に資本市場において市場 は、 「相互関連のある分野での投資調整の失敗」

「信用供与の割当」、そ して 「情報関連の外部効果」 といった点で、決 して満足のい く解を与

えて くれないという反(新)古 典学派に近い見解であ る。 こうい った事態を世界銀行が認めた

点で、この報告書の持っ意味は大層重要であることは間違いないところである。 しか し、それ

と同時に、これ ら市場の失敗の是正を主 目的 とす る日本 ・韓国が採用 したような開発主義的政

策介入に関 しては、それ らが これ ら東アジア諸国で成功 したのは、 これ ら限 られた諸国特有の

政治文化があったか らであ り、そういう政治文化が存在 していない他の多 くの発展途上国への

適用 は勧め られないと論 じている事実に注 目してお きたい。よく考えてみると、 この報告は経

済分析が持たざるをえない知の限界を明 らかに して くれているのではなかろうか。っま り、こ

の報告書を作成 した新古典学派の経済学者達 も、いつの間にか政治文化のあり様によって、必

要 とされ る経済政策が違 って こざるをえないという認識に到達 しは じめているようである。 こ

の事実を結果と して示 して くれている点で も、 このr東 アジアの奇跡』 は大層重要な研究報告

書であるとい っておいてよい。

この点はさておき、本当に開発経済学の正統派が主張 しているように、どこで も政府の政策

さえ民間経済活動を押 さえっけるような もので さえなければ、経済成長が実現 しうると考えて

よいのであろうか。 ここで検討すべき問題の急所は、新古典学派開発経済学がアジァ地域のど

こで も 「時計のような正確 さで動 く非人格的な神のような機械」として経済理論のテキス トに
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描かれている市場が、少な くとも潜在的には存在 していると前提 している事実の妥当性である。

この前提があるか らこそ、愚劣な政策介入 さえなければ、どこで も普遍的な力としての市場メ

カニズムの経済成長誘発能力がスムーズに発揮 されるはずであると想定 されていることは間違

いない。

アジア諸国の経済実態を観察 してみるとき、よほどの形式的新古典派論者でない限 り、誰の

目に もこのような完全な市場が、決 して自明の ものとして存在 して いるとはいえないことは明

らかであろう。市場 とは、人間によって動かされ る制度であ り、それが経済成長を誘発させる

ほどに効率的に機能す るようになるまでには、その社会内のいろんな人間による試行錯誤 と経

験の積み重ねを必要 とす る。市場 とは決 してどこにで もいつで も自明の ものと して存在 してい

るのではな くて、歴史のプロセスを経て次第 に形成 されて くる ものであるとす る、反(新)古

典派的市場観に立脚することがどうして も必要 となって くる。 この当り前の事実を見据えてみ

るとき、我々は開発経済学の正統的な解答に満足 しているわけにはいかな くな って しまうので

はなかろうか。

特に、本講で焦点をあてようとしている産業化といわれ る 「規模の経済」が作用 し、大規模

な固定資本形成が必要 となり、 またそれと不可分な形での労働市場の構造変化 も要請 されて く

る、経済面での大 きな変革 を問題 とするときには、形式的に市場経済の完全性を仮定 して し

まっている新古典派流の経済理論に安易 に立脚 しているわけにはいきそうにない。 どうして も

ポス ト・ワルラス的市場経済論の概念的フレームワークの中で、問題を考えざるを得なくなっ

て くるはずであ る。

フランシス ・フクヤマはそのr歴 史の終焉』の中で、次のよ うに大層興味深い発言をしてい

る。

形式の上では民主主義を採用 している国々で も、民主主義の運営能力にはっきりとし

た違いがあるの と同様に、形式の上で資本主義経済を採用 している国々の間でもその成

長能力には明 らかに差がある。

r歴史の終焉』 といったタイ トルの下に、自由主義経済の普遍性を主張 しているフクヤマで

す ら、 こう考えている。彼のこの仮説の方が、開発経済学の正統派理論よりもある意味でアジ

ア諸国の産業化をともなう経済発展の問題を考えるに際 しては、よ り重要な参照規準 となって

いると考えてお くべ きで はなかろうか。形式的には同 じように開発経済学の主流派が主張す る
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ように、市場経済システムを採用 したとしても、その下での経済成長実現 に向けての反応力 ・

適応力には社会によって差異があると考えてお くべ きであろう。そ してまた、こういう反応力 ・

適応力の差異の背後には、それぞれの地域なりに固有の経済発展の型が潜在 していると考えて

みることが必要 とな ってこよう。

ピックスの近代工 業論

さて、ここで本講の主題である産業化 と呼ばれる市場経済発達の新 しい局面の問題にっいて

考察 していこう。 ジョン ・ピックスは、市場経済の勃興 と発達 とを論 じた名著r経 済史の理

論』の最後の部分で、市場経済発達の最 も 「近代の局面」とされる産業革命にっいて以下のよ

うに論 じている。 この近代の局面を特徴づける生産活動とは、 「近代工業 Modern Industry

の勃興」であって、それはそれ以前か らの工業の単なる量的成長ではないとされている。 ピッ

クスは単 なる資本蓄積の増加だけで、 この近代工業が勃興 して くるわけではないとして、　 「投

資が具体化される固定資本財の範囲 と種類が拡大 していく」ことこそが、近代工業の勃興を特

徴づけるものである。

　 このような固定資本財の範囲や種類が拡大 ・多様化 して くる背景には、科学技術の意識的な

生産活動への応用という設計主義的思考が関わっていることをピックスは強調 している。 この

点で ピックスが考えている近代工業の誕生 ・成長 という過程 がサイモン ・クズネ ッツのいう

「近代経済成長 Modern Economic Growth] という概念に大層類似 した ものであることは間

違いない。

　 ピックスは、このよ うな近代工業の誕生 ・成長を可能にさせ る重要な制度的条件のひとっが、

金融組織面での経済制度の変化であ るといっている。それは商業銀行組織の形成 ・拡大であり、

この金融発展 によ って、貸付資金 Loanable fund の利用 可能性が量的に増大 してい くことが

最 も重要であ り、信用供与の際の利子率が低下するとい うことは、副次的であ ったとピックス

は語 っている。 ピックスのこの認識が、利子率の自由な調整 による投資 ・貯蓄均衡にだ け焦点

を当てている新古典派流開発金融論の認識とは、かなり異質な ものであることに注意 しておこ

う。端的にいって、 ピックスは、金融市場面での制度変化によって、資金の利用可能性の量的

拡大が誘発 されることで、近代工業の勃興 ・成長の条件が整備されて くると主張 しているわけ

であ る。

　さらにピックスは、このよ うな近代工業の成長によって、雇用形態にも大 きな質的変化が生

じて くる事態を強調 している。近代工業の誕生 ・成長とは、既 にふれたように、近代科学技術
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の経済活動への応用によ って、 「投資が具体化 される固定資本財の規模と種類」が 「前近代」

の工業に比べて、不連続的に飛躍的に拡大することであることか ら、 このような固定資本財に

馴染んだ労働力を 「継続的」 「恒常的」に雇用 し続けていくことが、より効率的 とな り、そ こ

に前近代の局面に対比するとき、 より恒常的 ・長期契約的雇用形態が出現 して くるという議論

である。そ して、既に第1講 で も紹介 しておいたように、 ピックスは個人的感情を持っ人間の

労働力は、単なる賃金率の調整だけで有効に活用 しうるとは限 らないことを重視 しているため

に、このような長期的雇用形態の発展のためには、労働者集団がなん らかの意味で公平 ・平等

に取 り扱われているとい った感情を持ち続けることが必要となって くるという新古典学派の労

働市場論では、明示的にふれ られ ることのない論点を重要視 している。 さらにまた、このよう

な近代工業の生産技術は、その最初は労働節約的な技術改良 とな り、労働需要の拡大をそれほ

どもた らさないか も知れないが、超過利潤か らの再投資による資本蓄積によって、長期的には

労働需要が拡大 していくのではないか、 と論 じているのである。

産業化が進むにつれて国民経済内での商品流通全体の中で、商人取引による卸売価格相場の

形成に基づ く市場取引という形態が 占める重要性 は、次第に低下 して いく傾向があることを指

摘 してお く必要がある。 この傾向に関 しては、第2講 で引用 したマーシャルの経済学の中に現

れている商人 という仲介者によって、形成 され る伸縮的価格システムに関する文章の後に出て

くるピックスの次の文章が、 これまた過不足のない簡潔な説明を与えて くれているので、それ

を引用 してお くことにす る。

マー シャルの時代か らケインズの時代に移るにしたが って、市場の構造に決定的な変

化が起 こった。 それは、伸縮価格型flexprice市 場か らの固定価格型fixprice市 場へ

の移行である。 この移行のひとっの要因は、規模の経済が働 く範囲の拡大、すなわち企

業規模の拡大である。そして、 もうひとっの非常に重要な要因は、現代的な技術を用い

て製品の品質を標準化することが可能になった事実である。品質 と価格の標準化は、相

互に強あ合 う。何故な ら、値下げ商品は劣 った品質を持っと疑われるからである。 こう

い う流れの中で、商人は生産者の商品の単なる販路にす ぎなくなり、マー シャルの時代

に商人が持 っていた主導性を失 って しまった。っまり、品質 と価格の標準化の結果 とし

て、商人の役割が低下 して しまったのである (Hicks, Economic Perspective, 序文)。

ピックスの以上の議論 は、市場経済発達の 「前近代の局面」か ら 「近代の局面」への移行に
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おける非連続性の面を強調 したもの となっている。 しか し、この近代工業の誕生 ・成長 といえ

ども、その前提 として 「前近代の局面」下で、商人が主導する形での市場経済の発達があ って、

はじあて可能となって くることは間違 いない。 ピックス自身 もこの点ははっきりと認識 してい

る。 したが って、近代工業の誕生 ・発達という歴史過程を分析す るに際 しては、しその前段階で

の市場経済の発達 という歴史過程との連続性を しっかりふ まえて議論 してい く必要があろう。

ピックスのいうこのような 「近代工業の勃興」 とそれの国民経済 システム内での比重の増大 こ

そが、本講がその考察の主たる対象と しようとしている産業化といわれている経済動態の過程

なのである。

『東 ア ジアの奇跡 』 の資本 ・労働 市場論

ここで、 ピックスの近代工業論 と対比 させ る形で、 さきに述べたr東 アジアの奇跡』が示 し

ている資本 ・労働市場論の問題点を見てお くことにす る。

まず、金融 ・資本市場に関 しては、次のようなポス ト・ワルラス的、ないし反新古典派的見

解が示 されている。金融市場 は、競売市場や普通の商品市場とは異なる。銀行は債務不履行の

可能性を完全には識別で きないたあに、単純に最 も高値の応札者に貸付を配分することはでき

ない。む しろ現行の金利水準で支払を行 うと主張 している ものの中から、最 も元金の利子の返

済を しそうな者を選ばなければな らない。この配分の過程は、実際には割当の一形態 となり、

そ こでは借入れを更新するために良い信用状態を維持 しなければな らない企業家に対 して、銀

行は何 らかの統制力を持っことになる。どんな市場にで も見られる情報の不完全性 ・不完備性

という事態は、プロジェク トのより良 い選択やモニ タリングを可能とする情報を獲得す ること

が中心的課題 となっている資本市場において、最 も決定的な問題 となって くる。したが って、政

策当局が何 らかの方法で市場に介入することが必要 とな って くる。その第1は 、銀行の支払い

能力を監視 ・強化する規制 と金融の混乱を避ける手段を通 して、銀行の安全性を確保す ること

である。民間の銀行が単 に自由に競争 し合 っているだけの場合には、銀行経営の安定性が維持

され る保証がないので、政策当局の監視等によ って銀行経営の安定性を維持 させることは 「う

ま くす ると非常に高い収益が得 られるか もしれないが、失敗の確率 も大 きい」悪い投資選択を

減 らす といった資源 ・資金配分上のより良い効果を もたらす ことになるわけである。第2に は、

自由放任型の競争に任せた ときに銀行経営の寡占化がお こることに基づ く独占 レントの発生を

避けるために、銀行の利鞘を制限す る努力 も必要 とな って くる。香港とシンガポールを除いて、

全てのアジア高度成長国は、金融機関の借入金利 と貸 出金利を(そ して結果と して利鞘を)同 時
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に規制 して きた。主と して、その結果と してであろう、金融市場での独占化はそれなりに回避

され、かっ銀行が大きな独占 レン トといったものを手中にする事態 も避け られたといってよい。

以上のように金融 ・資本市場では、情報の不完全性が決定的に重要な問題となって くる点が

強調 されているのに対 して、大層興味深い事実 として労働市場に関 しては、次のように市場の

完全性が強調 されているのである。

労働市場においては、情報は労働用役供給者 ・労働者と需要者 ・企業との問で、完全に対称

的であるとはいえないものの、その非対称性 ・不完全性は資本 ・金融市場 と比べてみ るとき、

はるかに限 られた もので しかない。 したが って、労働市場 は自由放任の状態に置いておいたと

しても、労働用役の適当な就業機会への配分の役割を効率的に果たす ことがで きるといえる。

政策当局の任務 は、労働市場で形成される賃金水準が市場清算的水準から大 きくはずれること

がないように監視 し、指導することだけに限 られるべきであろう。

市場の失敗 という問題は、労働市場への参入の前提 となる教育投資の場で現れて くるとされ

ている。第1に 、資本市場や情報の不完全性により、親の教育投資 に対する能力、または関心

が失われて しまうことがある。第2に 、教育に対する投資は単にその家計への便益だけでなく、

正の外部経済性を持っ。教育にっいての社会的収益と私的収益の乖離は、大学 レベルよりも初

等 ・中等 レベルの教育 においてより大 きい。正の波及効果の多 くは、低い レベルの教育によっ

て得 られる識字能力によるものであるのに対 し、大学 レベルでの教育の収益は、ほとん どすべ

て大卒者個人の高い収入と して吸収されるからである。 したがって、政府が初等 ・中等教育へ

の公共投資を増大 させて、子供の基礎能力さえ充実 させれば、そ うい う基礎教育を受けた後の

段階での労働力の配分 は、 自由なる労働市場に任せておけば、それで効率的な配分が実現され

るという主張となっているのである。

r東アジアの奇跡』に示 されているこの労働市場論の中では、 「予算上の制約により、貧 し

い家庭ではたとえその子供への教育投資の収益率が高かったとして も、子供に対す る教育投資

ができず」 「その結果 として貧 しい家庭の子供の労働市場への参入能力が制限的なものにな っ

て しまう」 とい った事態があまり強調されていない。端的にいって、 「効率賃金仮説」を取 り

入れた労働市場論が焦点をあてているような 「初期条件 としての所得分配の平等が結果と して

経済効 率 に与 え る影響」

and

(Dani Rodrik, "King Kong Meets Godzilla : The

The East Asian Miracle" ) がほとんど無視 されてい るとい って よい。

World Bank

さ らに後で強調

す るように、長期継続的な就業が産業化にっれて必要となって くる場合には、労働用役の提供

者たる労働者が持つ行動様式や労働観といった ものが、仕事での効率 に強い影響を与える可能
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性があるが、こうい う点 はこの報告では完全に無視されている。 これ らの点は、r東 アジアの

奇跡』に示 された労働市場論の大 きな欠陥といわざるをえない。

ここでr東 アジアの奇跡』に示 された資本市場 と労働市場 との機能に関する評価が、第2講

で示 したジョン ・ピックスが示 している要素市場の機能 に対する評価と全 く逆になっていると

いう事態 に注 目してお きたい。 ピックスはた とえ欠陥があるにせよ、金融 ・資本市場 とは商人

が 自らの努力で作 り上げてい く 「市場制度が本来あるべ き場」であるのに対 して、労働市場と

は、ぱ らぱ らの潜在能力や感情 ・思考を持っ多数の労働者が提供す る労働用役の取引に関 して、

仲介業者が成立 しに くいという意味で 「市場制度が比較的支配 しにくい領域 」であることを強

調 している。 ピックスの両市場に対するこの覚めた歴史論的認識に対比 させてみるとき、r東

アジアの奇跡』の要素市場論はあまりにも形式的な議論になっているといわざるを得ない。労

働市場 とは、r東 ア ジアの奇跡』が想定す るように、常にそんなに効率的に機能するものであ

ろうか。後節で改めてこの間題にふれることにす る。

地 域研 究者 の産業 化へ の反 発

ところで、いく人かの地域研究者は、市場経済発達のいわば最 も新 しい局面に現れて くるこ

の産業化 に対 して、否定的見解を示されている。例えば、高谷好一教授 はr新 世界秩序を求め

て』の中で次のように記 されている。

ヨーロッパが作 り出 した近代の実力は、本当に相当な ものであ った。20世 紀 に入って、

気がついてみると、かつて存在 していた多様な世界はそのい くっかが壊滅させ られて し

まっていた し、まだ残 っているもの も、肩身の狭い思いをせ ざるをえないような状況に

なっていた。いっの間にか、近代合理主義と経済発展は普遍論理にな っていたのである。

合理的思考と科学技術 と経済発展、これらこそはまさに20世 紀の世界が進むべ き大道と

いうことになった。

また古川久雄氏が、 「地域 と生態環境」というテーマでの研究を 「近代の生態支配」とい う

モティー フで展開させ る決心を したと書かれている(r総 合的地域研究』第1号)が 、高谷教

授 と全 く同様に古川氏が、産業化という大 きな 「ヨーロッパ起源」の 「近代化」に対 して、生

態倫理の視点か ら強い反発を感 じられていることは明 らかであろう。

産業化という動態が、 ピックスの議論か らも明 らかなように、近代科学技術への依存 によっ
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て引き起 こされて きていることは間違いない。 こういう産業化を 「物質的豊か さ」という単一

の尺度か ら肯定的に評価す る 「無邪気な経済発展論」者が、近代科学技術への信仰を持 ってい

ることもほぼ間違いない事実である以上、地域研究者が産業化そのものへ と同時に経済学者に

対 して も、ある種の知的反発を示 されることは、それなりに理解 しうるところである。そ して、

これまたピックスの議論ですでに明らかにされているように、産業化につれて企業組織 という

経済的機能だけを主要因 とする社会組織の形成が必要不可欠 となって くることで、社会関係の

形成面 において も、ある種の近代的設計主義 といった ものの重要性が増大 して ぐることも避け

られない』企業組織 という近代的 ・普遍的組織化原理の浸透 ・定着によって、その地域地域の

個性的な生活様式といった ものが変質されてい くことは間違いない事実 といえそ うで、 こうい

う動向の無邪気な礼讃に対 して も、地域研究者が反発を持たれ ることも、これ またそれなりに

理解 しうる現象であ る。 これ ら地域研究者が示 されている論点に関 しては、将来本格的に議論

してみる予定であるが、 ここではこれら地域研究者が産業化 という過程 を 「前近代」における

市場経済の発達 という歴史局面からの不連続的逸脱 として、理解 されているらしい点をひとっ

の問題 として指摘 しておきたい。 ピックスの議論を紹介 した際にもふれておいたよ うに、近代

科学技術や近代的合理主義 ・設計主義をその最 も重要な動力 とする産業化が、前近代の商人達

の自発的な活動による自成的市場経済の形成過程 に対 して、 「不連続的」な飛躍であることは

間違いないが、やはり前近代での商人主導での市場経済の展開があって、は じめて可能 となっ

て くるプロセスでもあるという意味で、地域研究者が強い反発を示 されていない 「前近代」の

市場経済の発達 と産業化とは、ひとっの連続的な変化でもあることを軽視す ることは許 されな

いはずである。

産業 化 の経済 理論 の必 要性

さて、ここで大層重要 な経済理論の側の問題を明記 してお く必要がある。それは現在経済学

界の中で、最 も正統的な経済理論 といえ る新古典学派の理論には、 ピックスがそのポイン トを

描 き出 して くれている産業化を うま く解明 しうる知恵がないという 「意外な」事実である。故

村上泰亮氏が端的に指摘 されているように、新古典学派の経済理論 とは、 「理想化」されたあ

る種の市場だけを取 り上げて、それ以外のさまざまな経済主体間の調整 メカニズムを切 り捨て

た分析で しかな く、 またこの欠点ゆえに、産業化の推進力である技術革新や労働 ・経営の本当

の誘因といったダイナ ミックな要素を切 り捨てた分析で しかないのである(村 上泰亮r反 古典

の政治経済学要綱:来 世紀のための覚書』)。 金融 ・資本市場に関 しては、新古典学派のいう

78



市場の自動調整力を一応否定 したr東 アジアの奇跡』報告を支えている一見 ポス ト・ワルラス

的な市場経済論 も、その労働市場の取扱いで見 られているように、基本的には村上の指摘す る

新古典派の本質的欠陥を まぬがれたものとなっていないことは明 らかであろう。そ して、本講

での課題にとって決定的 ともいえる程重要な論点 は、多 くの新古典派経済理論家が、自らの経

済理論の持っ この欠陥の認識において、極めて鈍 く、産業化に対 して も自らがテキス トで学習

した 「理想化された市場」という形式論理的普遍主義にだけ立脚 して、その経済学的物語の作

成に専念 しているという事態である。こういう形式論理的普遍主義の知的構歯の下では、産業

化 といわれる 「ある特定の方向性を持 って生 じる社会変化」が地域 ・社会によって、多様な展

開を示すのではないかといった問題提起す ら、事実上不可能 とな っている。新古典学派 という

普遍主義の論理では、 「経済合理的」諸個人 ・諸主体をひとっの システムの中にまとめあげて

いく 「力」にっいての考察が、 「外から見え るルール」といった形式の レベルで しか捉えられ

ていないのである。

村上泰亮 は、新古典学派の市場経済理論が抱えているその本質的欠陥 ・限界を超えて、産業

化というプロセスが持っ全体的ダイナ ミズムを明 らかにする目的で、独自のユニークな 「進化

論的アプローチ」を提案を している。まず、産業化 というものが企業 レベルでの動学的な費用

逓減 という反新古典派的な状態を不可避的にともなわざるをえないとい う事実を議論の出発点

にお き、 こういう技術の要因に加えて、大衆消費の変化 という文化因子 も相乗的 に作用す るこ

とを通 して、ある種のニ ッチとして相互に産業連関関係に入る産業化 ・産業成長が生起 して く

るという生態学の手法にも似た 「進化論的アプローチ」が提案 されているのである。 ここには

明 らかに、その社会の持っ文化によって、産業化の過程が世界中で普遍的に進むのではな く、

地域地域で多様な展開を示す可能性があることが示 されている。

村上のこのスケールの大きい 「進化論的アプローチ」の本格的検討を行 う能力を今の ところ

筆者は持 ちえていないが、 ここではすでに第1講 の中でふれたポス ト・ワルラス学派、ないし

反(新)古 典学派の市場経済理論のパースペクテ ィブに立脚す ることでは じめて、産業化にと

もなって各地域 ・社会に形成 されて くる経済組織 ・産業組織のあ り様 に、多様性が見 られて く

る理由等が理解 しうるよ うになるはずであるという論点だけを確認 しておきたい。ある地域 ・

社会に展開されて くる経済 システムといえど も、それは 「社会的交換 と経済的交換 という2っ

の交換形態の混合」(村 上泰亮、前掲書)と して しか形成されて こないものであり、 この混合

のあり様によって、地域 ・社会に応 じた多様性が示 され るもの と理解 してお くべ きであろう。

ポス ト・ワルラス学派、ない し反(新)古 典学派の経済理論が我 々の経済認識方法に対 して、
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切 り開いて くれそうな知の方向については、次の公文氏の指摘が大 きな参考 となろう。

新 しい経済学の説明原理の一つ と して、生物学の いう"遺 伝因子"に 似 た"文 化因

子"と でもいうべ きものの存在を想定 し、それが主体の意識や行動を、さらにはシステ

ムの制度や構造を、背後か ら制約 していると考えるアプローチを採用するならば、それ

は広 い意味での"文 化論的アプローチ"と いうことができるだろう。一方では、社会を

構成する個別主体の間に、同一の文化因子群が広 く通有 されているが、他方では、社会

が違えば、文化 も違 うとすれば、文化因子は資本主義間のタイプの違いを説明する有力

な因子の一っ にな りうるか もしれない。全ての違 いを文化に帰着 させる狭い意味での

"文化論的 アプローチ"は 極端にすぎるにして も、政治経済体制の構造や機能に及ぼす

文化の影響をいっさい無視す るのは、経済学 にとって も賢明な戦略とはいえないだろう

(公文俊平 「まえが き」 『マニフェス ト・新 しい経済学』)。

この ような可能性 を持 ったポス ト・ワルラス学派/反(新)古 典学 派の理論 的パー スペ ク

ティブの下では じめて、 ピックスの議論の中にすでに暗黙的な形で示 されていた 「前近代の局

面」での市場経済の発達 と 「近代の局面」での産業化との連続性 ・不連続性の問題を新たな視

点か ら再検討 してみ ることが可能となって くるのではなかろうか。

ア ジア地域 にお ける産業 化

さて、大半のアジア諸国は、植民地時代にで きあが った農業中心の経済の中に、その国民経

済を引っ張るような成長産業をどう持ち込むか という課題に政治的独立後直面 し続けている。

成長産業の育成を していくに際 しては、まず、技術導入が必要となって くる。さらに、戦前期

日本がや ったように導入の技術を上手に使えるような経済組織を作 ってい く必要が出て くる。

企業の内部組織では、従業員が熱心 に働 くようなイ ンセンティブを与え るような給与 ・昇進 の

体系を作ることが必要となって くる。また、企業間での取引を効率的にこな しうるような慣行 ・

ルールを作 ることも必要となって くる。 さらに、銀行と企業 との間で企業が必要とする長期資

金の融資に関する取引慣行 ・ルールを作 ることも必要となってこよう。 こういう多側面で、経

済取引ルールや慣行が うま く作 られてい くことが産業化に非常に重要な ことは明 らかであろう。

そういう経済取引ルール ・慣行が効率的にで きる国 は成長軸に乗 りやすい し、逆にその社会の

伝統等のたあに、 こういう経済組織が うまく形成されない国は、なかなか産業化の波に乗 りき
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れないといえよう。 こういう意味で は、市場経済システム下での産業化 というのに必要な社会'

的条件を うまく持 っている国と持っていない国があ ると考えてお くべ きであるのか もしれない。

このような産業化 とい う課題に関 して、 もう少 し議論を加えてお こう。独特の文明史論の提

示で我々を強 く知的に刺激 し続けて くれている経済史家川勝平太氏 は、 「産業化 とは、遠隔地

交易といった商業への依存を続けるときに必然的な リスクを回避 して、国民国家の枠内で安定

的に物を供給 しようとす る努力の結果 として歴史の中に、あらわれた現象であ り」、かっそれ

が近代 ヨーロッパで いわ ゆる産業革命 としてあ らわれたのは 層「東方か らの経済的自立をとげざ

るを得 ない歴史的状況下 であらわれた、 ヨーロ ッパ固有の現象ではないか」 と発言 している

(佐伯啓思 ・川勝平太 『静かなる革命:ポ ス ト近代の志』)。

大層興味深い発言であ り、産業化がある種の 「想像の共同体」と しての国民国家の形成を前

提に して、はじめて生起 して くる政治経済現象であることを、故村上泰亮氏のr反 古典の政治

経済学』同様、見抜 いて いる発言となっている。ただ、 この発言が、産業化の担い手とそれ以

前の商業の担い手 とが質的に全 く異質の存在であるといった含みを持っように思え る点 は少々

気になっている。 もちろん、すでに ピックスの議論を紹介 した際に述べたように、 「産業資本

家」は内部労働市場の形成といった大規模の組織化を必然的に担わ ざるを得ない点で、商業を

担 っていた 「商人資本家」とは、その経済活動の様式を大きく変質 させた存在であ ることは間

違 いない。 しか し、川勝氏の対談相手であった佐伯啓思氏がさりげな く 「商業活動の冒険的な

要素は、エンタープライズという企業活動の冒険性 と結びっいていた」 と発言 されているよう

に、産業資本家が 「商人層」を出自としている事態は、やはりもっと強調 され るべ き論点であ

ろう。

ここで、具体的にアジア諸国が現在直面 している産業化に関わる問題 を整理 しておこう。'

第1に 、すでに川勝氏の発言にも含意されていたように、現在アジア地域の諸国は国際経済

システムの中では後発国と呼べる位置にいるわけであるが、これらの国の産業化には、別のと

ころで筆者が 「開発主義的政策体系」と名づ けた(原 洋之介r東 南アジア諸国の経済発展』)

国民国家を代表する政府の産業政策的な政策誘導が不可欠であることにはほぼ異論はないであ

ろう。問題はある国の産業化が うま くい くか否かは、政府の側がどれ くらいの時間的視野の下

に、その国民経済全体の利益 にかな う産業政策を形成 しうるのか、また、政府のそのよ うな政

策が国民民間経済人によって、どれ くらい正統的なもの として受容 されるのか、こういった点

に大きく依存 して くるはずであろう。各社会の伝統の中で、官 はどういう性格の ものであ った

か、また官、民の関係はどういうものであったかといった点が、産業化への社会の適応力に大
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きな影響を持つ と考えてみることは、決 して的はずれではないであろ う。

第2に 、産業化の達成には競争を通 じての効率性の達成が不可欠 とな って くるが、各社会内

で業績に基づ く競争、な らびにその結果 としての経済的勝利 といったことが どの程度社会秩序

の原理 として、公平な ものとして、受容され うるかが産業化のあり様 に強 く影響 している可能

性 も大 きい。この点でも、各社会の伝統の中での競争の捉え方が大層重要 となって くる。,

第3に 、産業化の達成のためには、ある程度の規模の固定資本財を長期的継続的に利用 して

いくことが必要 とな って くるが、そのためには長期的な雇用関係 といった企業内部の経済組織

の形成が必要 となって くる。このような、その時 々の自己利益を一応離れて、企業にとどま っ

て長期的に働 こうというコミットメン トをともなった行動を労働者層がとりうるか否かは、や

はりその社会の持っ集団形成の原理に大きく左右 され るといえるのではなかろうか。

r東アジアの奇跡』 も含めて現在主流の開発経済学において、産業化を促進 させる政策論の

中では、産業化のための長期資金の供給 という政策金融に焦点があて られる傾向が強いようで

あ る。これ らの議論では、動学的な意味での経済収益性を基本的に左右する、技術の具体的あ

り様やその有効利用のために必要 となる労働組織 といった 「実物面」の検討をほとんどするこ

とな く、形式的に長期投資プロジェク トの収益性の見通 しに関す る 「情報の不完全性」が強い

として、即座に金融市場の議論に入って しまっている。長期資金の供給 とは、いわば産業化に

とっては必要条件であるにす ぎない。政策金融の有効性 といった ことは、 「実物面」の検討な

しには議論 し得ないことは誰の目に も明 らかであろう。現在支配的な開発経済学の政策論は、

この点で もかなり一面的な ものであるといえ る。 このような問題意識をも前提 として、以下、

節を変えて、アジア諸国の産業化が直面 している第3の 課題である労働市場の構造変化につい

て、 さらに考えてい くことにす る。

皿.労 働市場の構造変化

さて、本節では、産業化の過程で顕在化 して くる最重要の問題であるともいってよい労働市

場の構造変化に焦点をあてなが ら、産業化が生起 していくことになる地域社会の社会構造 とい

う固有性に規定 されて、労働市場の構造変化に地域性が見 られることを論 じていくことにする。

労 働市場 の特性

労働市場は、種 々の産業 ・職業への労働力 ・用役の配分 という経済的機能を果たす ものであ
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るが、この市場の中で取 り引 きされ る労働力、あるいは労働用役 は市場経済 という枠組みの中

で他の商品とは異な った特殊な性質を持っ ものである。労働者は労働用役を売るわけであ るが、

そのための能力 ・技能等の人的資本ス トックはあ くまで自己の内に保持 してお り、フロー とし

ての労働用役の販売者 は自分自身で労働 しなければならないという性質である。 この自明 とも

思える性質 は、市場で取引 きされる労働力 ・用役 というものが家族とかコミュニティとい う社

会的立場において、各々特有の価値観 ・態度を持 って生活 している労働者の生活様式と一般に

密接不可分の関係にあり、労働者か らコミッ トメン トという行動様式までともな ったフローと

しての労働用役を取 り出 して、企業組織といった協業 システムの中に配置するためには、単な

る雇用契約書の交換 だけでは決定的に不充分であることを教えて くれている。労働者を協業 シ

ステムの中に配置 しようとするときには、形式的な雇用契約の交換を超えて、その労働者が家

族 とかコミュニティとかの社会的場で生活 していく過程で身につけてきた価値観 ・態度に働き

かける必要があろう。労働者が家族 とかコミュニティとかの社会的場の中で保持 している価値

観 ・態度 とは、社会的存在 として彼 らが歴史を通 じて形成 して きた人間関係形成原理であり、

より基本的にはその地域社会に固有の文化因子 ともいえ るものである。 したが って、その労働

者が持ちうる労働への誘因インセンティブのあり様を も含めた労働者の労働用役の提供という

経済現象の分析 に際 しては、その労働用役の提供者がその地域社会に固有の文化を担 っている

人間であるという事実を明示的に考慮に入れる必要が出てこよう。いかなる構造 ・機能両面で

の特性を持つ労働市場が形成 されるかは、ピックスが強調 していたような大規模の固定資本の

継続的、かっ効率的な利用の必要性 といった純粋な経済的要因だけではな くて、就業機会を求

める活動や就業後の工場 ・企業での働 き方 とい った労働 に関する誘因に強い影響を与え る、そ

の地域社会に固有の人間関係形成原理 ・行動様式に も左右 されて くる可能性が大きいであろう。

特に産業化過程で経済効率向上のために、人間を位階的な配置にっけようとする企業組織の形

成においては、その地域社会の人間の持っている組織化原理か らの規定 という事態が重要であ

ると予想されよう。

既に指摘 しておいたように、r東 アジアの奇跡』まで含あた正統派の開発経済学の議論 にお

いては、労働市場 というものが本来的に持たざるを得ない以上のような問題点がほとんど明示

的に考察されていない。 「労働市場 は人間的 ・社会的な市場であるから、その市場を羊や牛や

奴隷を売 るマルクス ・ワルラス型の中近東型の競市 として見ることは完全な誤 りである」(森

嶋通夫r思 想 としての近代経済学』)と いった反省が、そこではほとんど自覚 されていない。

産業化へのある社会の適応性、ない し産業化に見 られる地域性 といった歴史上、明 らかな事実
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を解明 してい くに際 しては、労働市場が 「市場が比較的支配 しにくい領域 」(ジ ョン ・ピック

スr経 済史の理論』)で あることを認めようとしない新古典派流の労働市場観を超える必要が

あることは確かであろう。

2者 関係 と労 働市 場

さて、以上のような問題関心 を前提と しなが ら、ここでは対人主義的、ない し圏的なネ ット

ワークという文化因子を持つ東南アジア地域のひとっの代表例 として、タイ国を取 り上げて、

産業化にともなう労働市場の構造変化の問題を観察 してみることにしよう。以下、本節での記

述に際 しては、この対人主義的 ・圏的なネ ットワークの形成を 「2者 関係」およびその連鎖 と

いう概念で表現 してお くことにする。

この2者 関係か ら成 り立つ経済システムの特徴 は、ほぼ次のように要約 されよう。経済活動

が、 ヒエラルキカルな内部秩序を持っ単一の大 きな組織 によって担われるとい うことはな く、

細分された個人相互の2者 間経済取引の連鎖 によって実現される。経済活動を行 う個々人が単

一の組織の中に自らを固定するのではな く、親戚 ・近隣 ・知人といった社会的ネッ トワークの

機能に依存 して、兼業と職種移動の可能性を絶えず用意 している。

このよ うな2者 関係経済の中で見 られる労働市場の構造的特徴とは、いかなるものであろう

か。まず第1に 知 りうることは、労働用役の需要主体 ・供給主体が工業化が高度に進展 した経

済におけるように、企業と勤労者世帯 とに制度的に分離 されていないとい う事実である。2者

間経済取引の連鎖の中では、一入の個人がAと の経済取引ではAの 労働用役の需要者であると

同時に、Bと の経済取引ではBへ の労働用役の供給者であるといった ことが充分にあ りうる。

あるいは、農繁期には他人の労働用役の需要者であるが、農閑期には他人への労働用役の供給

者 となる農家のよ うに、労働用役の需要主体 と供給主体 との間を短期的 に移動す ることに も

なって くる。 との事実は、あるひとりの個人に着 目してみるときは、その個人が多種の職業に

同時に就業 しているという現象 となっている。農民の兼業等多就業化はこの典型であるが、都

市住民の中で も多種の職に同時 に就業 している者は多い。

第2は 、2者 間経済取引の連鎖としての経済 システムの下での雇用条件、つ まり賃金水準の

決まり方である。2者 間経済取引という事態を孤立 した ものと して捉えると、その2者 間での

取引決定は経済理論の中の 「双方独 占」、あるいは 「少数者間交渉」モデルに近 いものと考え

られよ う。 しか しなが ら、タイ国の現実ではこの2者 間経済取引は連続 してっなが った連鎖 と

なってお り、その連鎖の網の目の中である個人にとっての取引相手は容易に変更 しうるのであ
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る。つまり2者 間経済取引は、決 して孤立 したものではないのである。 したが って、2者 間経

済取引においての取引条件 はワルラスの 「せ り人」はいないが、多数の関係者の間での競争に

よって決定されているといえ る(原 洋之介 「バザール」 『クリフ ォー ド・ギアツの経済学』)。

労働用役の取引条件 といえる賃金水準 は、その時々の需給条件の変化に対応 して、伸縮的に変

動 しなが らも何度か くり返 し雇 ったり、雇われた りす る 「顧客関係」の中で、ある慣習的な水

準が形成 され維持 されている。

第3は 、2者 関係経済 システム下での労働雇用契約 は、一時的 ・短期的なものにな りがちで

あ るという事実である。 この点 は、2者 間経済取引の連鎖の中で各個人が社会的ネ ッ トワーク

の機能 に依存 して、兼業と職種移動の可能性を絶えず用意 しているという事実から容易 に理解

されうるであろう。そこでは、雇用主 もいつ見限 られ るかわか らない し、また被雇馬者の方 も

いっ解雇 されるかわか らない。

2者 関係経済 システムの下での労働市場 は、ほぼ以上のよ うなもの とな っているのであ る。

タイにおけるこのような在来的労働市場は、アメ リカ合衆国の労働市場の研究において、移民

労働等が雇用されているような就業の場で 「構造を持たない労働市場」と呼ばれたものに、大

層その構造 は似かよ った ものとなって いる。労働市場のこの構造面での特徴を経済理論の概念

を用いて要約的に表現すれば、 「逐次的現物契約」に基づ く労働用役の取引様式 とい うことに

なろう。企業組織が形成されて、その組織内部に長期的 ・継続 的に労働者を雇用 してお くと

いった取引様式をとらずに、必要なときに現物市場で人を見っけて雇用 した り、また必要がな

くなれば解雇 したりす ることを反復的に行 うという取引様式である。このような取引様式 を持

っ労働市場のことをここでは 「短期契約型労働市場」と呼んでお く。

タイの2者 関係経済 システムの枠の中で、 このような短期契約型の労働市場が形成されてき

た事態は、取引費用の節約 に注目す る経済理論の見地か らも、それなりに合理的に説明可能で

ある。稲作を中心に してきたタイの在来的経済活動においては、職務の遂行にあたって、その

職務 に密着 した熟練 ・技能が高度に要求 されるということはほとんどなか った。 タイの在来的

経済活動の中で は、職務に密着 して長期間に渡 って、熟練度を向上させてい く必要はほとんど

なくて、熟練が不要か、必要 として も短期間の訓練で充分であ るような職務が支配的であ った。

このよ うな状況下では、ある職務に雇用されている被雇用者の交替に際 して発生 しうる取引費

用、っまり取 り替え費用は事実上無視 しうる。 したがって、必要な時に現物市場で人を見っけ

てきた り、不必要 になれば、解雇 したりす ることで、市場条件等の経済条件の予期せざる変化

に簡単に適応 しうるし、その方が経済的にも効率的となるのである。熟練度がほとんど要求 さ
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れない経済活動の中では、逐次的現物契約による労働用役の取引という様式が、次 々と予期 し

ないもの として生 じて くる経済条件の変動に対 して、適応を くり返 してい く上で、最 も効率的

なもの とな っていたといえる。

要するに2者 間経済取引の連鎖の中にはめ込 まれた短期契約型の労働市場は、タイ人が在来

的に形成 して きた人間関係形成原理 に、最 も適 した労働用役取引様式であったばか りでな く、

市場経済的理論か らも最 も効率的な取引様式であ ったわけである。

産業化 に ともな う内部 組織 の形 成へ の要請

タイで1960年 代後半にな って、外国か らの技術移転を契機 として工業化が進展 しはじめたと

きに、その前提 とな った労働市場 は2者 間経済取引の連鎖の中に、はめ込 まれた短期契約型の

市場であった。タイのいたるところで、短期契約型労働市場が見 られたとい う意味で、まさに大

海と呼ぶにふさわ しい状態であ った。工業化の進展は、短期契約型労働市場の この大海の中に、

いかなる構造面での特性を持った企業の内部組織 といった島を作 り出 しているのであろうか。

ところで、より一般的に考えて、効率的な企業組織 とはどういうものであるのだろうか。そ

れを取引費用の節約という視点か ら説明 しているオ リバー ・ウィリアムソンのr市 場と企業組

織』に示 された内部組織の経済理論 に沿 って簡単に説明 しておこう。

この経済理論構成の前提に置かれている事実判断 は、工業部門の企業ではその企業だけに特

殊な熟練がどうして も必要 とされ るという点である。α殻 備には、完全な標準化ができずにそ

の設備を操作するという経験を通 じて、 はじめてそのより効率的な使用法が学 びとれるような

特殊性が付随 しているという事実。(2)特殊な作業環境において、労働者集団によって採用 され

る労働過程の特殊性の存在。 こういう特殊性が存在するときには、その特殊性にあ った方向性

を持 った熟練形成が必要 となり、また長い期間を通 じての連続的な熟練向上(小 池和男r職 場

の労働組合と参加』)が 必要 とされて くる。

このように企業に特殊的な熟練形成が不可欠であ る企業で、種々の熟練を持 った労働者と企

業とが逐次的に雇用契約を くり返 してい く、いわば ヨコ型の雇用制度が採用 されると、企業に

特殊的な熟練が不要である最下位の職務での雇用交渉を例外として、それ以外の職での雇用交

渉は少数者間交渉とな らざるをえない。最下位の職務での雇用交渉は多数者間交渉となりうる

が、それより上位の職務で必要 とな る熟練がその企業での経験を通 じて、は じめて獲得 され る

ものであ る以上、必要な熟練を持 った労働者の数 は限定されて しまうか らである。そ して、 こ

の少数者間交渉においては、競争者の数が限られているので、労働者側の交渉力は強 く、機会
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主義的行動が顕在化 しがちとなる。

逐次的雇用契約において、発生するこのような取引費用 は、企業にとっては非常に大 きい損

失 とな り、企業経営での経済的効率性を損ねるもの となる。そ こで企業の内部組織を、賃金を

職務に付随させて客観化 し、っまり企業組織内部での 「新身分賃金」制を形成 し、かっ上位の

職務での雇用を内部昇進に基づかせ るように構造化す ることが、経済効率性の実現 という点か

ら要請されて くるのである。

ピックスが指摘 している大規模な 「固定資本」の継続的恒常的利用を不可欠とする産業化過

程で、各企業が経済効率性 を増加させてい くためには、このような ヒエラルキカルな秩序を持

つ内部組織の形成が必要 となって くる。この内部組織の成立 は、人間関係形成原理 という文化

的次元では、産業技術の要請に対応 した職務の ヒエラルキーの中に労働者を秩序だって配置 し、

かつ この配置の中に労働者が持続的にとどまり続けることを要求す る。労働者各個人の行動 も、

内部組織の集団的規制を受 け止めて、自らの機会主義的行動を押 さえるよ うなコ ミッ トメント

を ともなった行動を行うことが必要となって くる。

さて、タイの産業化 は、先進資本主義国からの技術移転とその定着を契機と しなが ら進展 し

ている。技術移転 とは、純技術的にはプラン ト設備のような目に見えるものを作り上げる過程

であるが、それと同時にくプラン ト設備を動かす企業組織の形成、っまりプラン トの操作技能

を持ち組織の中で、他人と協業 しなが ら働 くことのできる労働者群を作 り上げるという社会的

側面をも持 った ものである。

ここで、まず司馬正次の現在では既に古典 といってよい研究r労 働の国際比較』をふ まえて、

タイの製造業での内部組織の状態が、1970年 代前半頃にどういう状態であったかを見ておこう。

タイの企業内部における職務 ・職位の配置は、移転導入 された設備を技術効率的に操作 ・稼

働 させるという技術的要請 に応 じた形態をとっていた。移転導入 された設備、すなわち固定資

本財に体化されている技術情報を効率的に活用 させ るという要請によって、企業内での職務 ・

職位の配置が規定されていた。 この形式に関す る限 りで、何 らタイ独自の形態といったものは

見 られない。

タイの製造業部門の企業内部組織の特徴と して、注 目すべき第1の 事実 は、それぞれの職務

をこな しうる技能熟練を持 った人間を雇用す るときに、それ相応の学歴を持 った人間を企業の

外部から見つけて くるという事実である。日本では企業内の職務が変化 しても、労働者の学歴

はほとんど変化 していないのに対 して、タイでは上位の職務につ く労働者ほど、学歴が高いと

いうはっきりとした傾向が見 られている。つまり、タイの企業内では下位の職務にまず参入 し
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て、その後内部昇進を重ねて上位の職務に上昇 していくというタテ型内部組織が採用 されない

で、各々の職務に対 して、最 も適当な人間を外部から見つ けて くるというヨコ型内部組織がと

られて いた。さらに、 この ヨコ型内部組織の下では、それぞれの職務遂行技能を持 った労働者

の企業間移動が頻繁で特定企業への定着度が低いという事実 も見 られていたわけである。

この ようなヨコ型内部組織がタイ企業によって採用されている大きな理由は、工業化の歴史

が、未だ浅 く各企業内部での訓練によ ってだけでは、あ らゆる段階の職務をこな しうる人間を

準備 しえないので、どうしても企業外部の公的教育機関に頼 らざるをえないという工業化初期

局面の事情であ ったことは間違いない。 しか しなが ら、 このような理 由に加えて、タイ人が在

来的に持 っている2者 関係 といった人間関係形成原理に規定されて、技能 ・熟練労働者の頻繁

な企業間移動が起 こっていた事実 も決 して否定 しきれないはずである。

タイ企業の内部組織の特徴をあ らわす ものとして注 目すべ き第2の 点 は、賃金が労働者各個

人別に決定されていたとい う個人給方式である。賃金が職に対応 して制度的に決定 されている

といったことはな くて、労働者個人 と企業の経営者の間での2者 間交渉 によって賃金が決定 さ

れてい くのである。 この事実は、タイ在来の2者 間経済取引が、企業内部での賃金決定の場に

も持ち込 まれていたことを示す ものと して重要である。特に、産業化初期局面で高位の学歴を

持 った労働者が希少であるという条件下では、競争者の数が少ないので、高位学歴を持っ労働

者の交渉力は大 きく、企業全体のことは考えずに自分に都合のよい方向に賃金交渉を持 ってい

こうとす る機会主義が顕在化 して くることにな る。タイ人が在来的に持 っている組織観の下で

は、経済 目的によって、機能的に組織 され る企業 も 「取 り巻 き連」としての組織 として しか意

味づけ られないことが多 く、その意味では、2者 間経済取引原理がそのまま企業の内部組織の

中に導入されていたともいってよい。 もちろん、企業内部での職にっきなが ら、訓練によって

熟練労働者が供給されるようになれば、このような賃金決定 メカニズムも変質 してこよう。

要するに、タイの工業化の現状では、移転導入 された固定資本財 に体化された技術の効率的

利用 という要請に応 じての職務 ・職位の配置という内部組織の形式 は、先進国と同様に整え ら

れていたが、そめ内部組織の運営 はタイ在来の人間関係形成原理に支え られた2者 間経済取引

に沿 って行われていたと見ておいてよいであろう。

産業化 か らの要 請 と2者 関係原理 との習合

生産効率性の実現という機能 目的にかな うこのような組織形成原理 は、産業化に際 して、タ

イに持 ち込 まれは じめたという意味で外来の ものである。外来のこの組織形成原理は、2者 関
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係を基本とす るタイ在来の人間関係形成原理 とは非常 に質の違 うものであるがゆえに、タイに

は馴染みにくい ものであったといえそ うである。 このことは産業化の初期局面で企業の内部組

織が、タイに在来の2者 関係の連鎖 として形成 されていた事実か らも明かであろ う。 さて、産

業化の一層の進展にともな って、2者 関係原理 に基づ く労働者の機会主義的行動 は企業の生産

効率 に大 きな損失を与えるものだ ということが、企業成長の観点から大 きな問題 として顕在化

してこよう。労働者の機会主義的行動は、企業を低労働密度で低生産性とい う下位均衡の罠に

とどまり続けさせるであろ う。労働者の機会主義的行動を押さえるためには、昇進の可能性を

ともな うピラ ミッ ド型の階層序列を企業内部に作 り上 げねばならない。 このような内部組織の

下では、ある階層か ら次の階層への昇進決定に際 しては、 もとの階層の労働者の中で他に比べ

て働 きの良い ものが選ばれるようになるので、同一階層内の労働者は労働努力の点で競争 し合

うようになり、 自分の職務への 「うわべだけの協力」といった機会主義は押 さえられ ることに

なろう。企業成長の観点からのこのような方向での内部組織化の要請は、タイにおいては在来

の人間関係形成原理との対立緊張を強めてい く可能性が強いことは予想 されるところであろ う。

産業化が導入 ・開始 され る以前に、その社会が形成 していた在来的人間関係組織化原理が ピ

ラ ミッ ド型階層序列形成原理 とさほど異質な ものでない場合には、外来の内部組織化原理 と在

来の人間関係形成原理 との対立緊張はそれほど強度にはならない。この典型は、明治維新以降

の日本の産業化である。明治維新後の産業化過程で企業制度が急速に発展 していったが、その

背景には徳川時代に大名 ・商人 といった中間規模の経営体の運営経験の蓄積があった。そ して、

これ らの中間規模経営体の背景には、超血縁性 ・系譜性 ・機能的階統制 ・自立性で特徴づけら

れた 「イエ社会」型の人間関係形成原理が存在 していた。この日本在来の 「イエ型」人間関係

形成原理 は、日本においては、産業化が要請 して くる外来の生産効率実現型の企業組織形成原

理 とさほど異質ではなかったので、外来の原理 と在来の原理 との習合がスムーズに可能 となり、

その習合 として、 日本型企業組織が形成されたのであ る(村 上泰亮 ・公文俊平 ・佐藤誠三郎

r文明 としてのイエ社会』)。

ただ し、産業化にともな う技術 ・経済的要請が強 くならない限 り、イエ型人間関係原理が伝

統的に存在 しているか らといって、直ちにそれを取 り入れた企業内部組織が形成 されたわけで

はないという歴史的事実を強調 してお く必要があろう。第1次 世界大戦の後にな って、重化学

工業化が開始され大規模な固定資本設備が必要 となるにつれて、タテ型の企業内部組織への要

請が高まったことを契機 として、いわゆる年功賃金制や終身雇用と呼ばれ る日本型の内部組織

が形成されたのである。産業化にともなう要請が出現 してはじめて、日本在来のイエ型組織原
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理が、その時代に誕生 した大企業の内部組織 という新 しい形態をとって再生 されたといえよう。

タイにおいて も、1980年 代に入って、その頃 までに輸入代替産業か ら輸出産業へと転化 して

いた繊維産業等、い くつかの産業分野に属 している企業において、日本 に比べるとその内部化

の深 さはかなり弱いが、それなりに内部昇進をともな う労務管理方式が形成されてきてい るこ

とに注 目してお く必要があ る(原 洋之介 「タイ」r東 南ア ジア諸国の経済発展』)。 これ らの

企業では、その設立時点か ら、ある程度時間が経過 したことで、企業内部での育成によって、

熟練 ・技能労働者を確保することが可能になっていた とい う事情が、 この内部労働市場の形成

に作用 していたといえ る。た しかに、 このようなタテ型の組織下での雇用は、タイ伝来の2者

関係といった人間関係形成原理 とは異質の ものであり、 ひとっの企業 ・工場での長期勤務 と

いったことは、タイ人の伝統的行動様式 とそぐわないという傾向は否定 しきれ ない。 しか し他

面、それなりの時間の経過 とともにこのように内部労働市場が形成 されてきて いるという事態

は、タイ在来の人間関係形成原理の持つ柔軟性を示す もの とも解釈 しえよう。

タイ人の労働市場全体を眺めてみると、1980年 代 に入 ってか らのこのような内部労働市場の

ある程度の形成によって、長期契約型の雇用 ・就業の場と、タイ伝来の短期契約型の雇用 ・就

業の場 とい う、 いわば2重 構造が形成されてきているといってよい(原 洋之介 「タイ」r東 南

アジア諸国の経済発展』)。 タイ在来の人間関係形成原理 は短期契約型の雇用 ・就業の場 とは、

ピッタ リと適合 しうるものであったわけであるが、それと同時にこの2者 関係 と.いう組織化原

理の持っ柔軟性 自体が、産業化の側からの経済 ・技術的要請に反応 して、それなりに長期契約

型の雇用形成をも結果させたといえそうである。この意味でタイでは、産業化か らの要請 と伝

統的社会原理との習合が見 られているといってよい。

労 働布 場 の構造 変化 にみ られ る地 域性

タイにおける労働市場の構造変化に関 しては、もうひとっ重要な事実を強調 してお く必要が

ある。それ は、タイ社会が元来貧富の差が相対的に小 さく、社会のほとん どの階層に属するヒ

トで も、学歴等の条件さえ持ちえれば、高い所得を得 られ る長期契約型の就業機会に参入 しえ

たという事実である。r東 アジアの奇跡』の労働市場論を検討 した際に指摘 しておいた点であ

るが、 タイでは、貧 しい家計で も子供の教育 に対する投資が全 くで きず、そのために貧 しい家

計の子供が持ちうる労働市場への参入能力が制限 されて しまうといった事態は、それほど強 く

は見 られなかったという事実である。タイにおいては、現在 「労働市場が学歴 によって分断 ・

編成されている」と表現 されることがあるほど、学歴が高い所得を稼得 しうる雇用機会への参
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入資格として重要視 されている。サ リットが その 「サマイ ・バ ッタナー」の柱のひとっ として、

初等教育の充実 と同時に高等教育の拡充をは じめて以来、タイでは学校教育 システムの整備 と

量的拡大が進んで きており、それ以前のような顔見知 りや縁故によるものではな く、学歴に

よって各種の職場 ・職種への参入が条件づけられ るようになってきた。国内の各地に散在 して

いる高い潜在的能力の保持者を国全体の産業化 ・工業化 に向けて、有効に活用する人材配分に

おいて、タイの高度教育機構が非常に重要な役割を果た しているといえる。労働力の配分はや・

はりいささか市場その ものには厄介な取引であることは間違いな く、タイで もこのようにそれ

自体が純経済内制度とはいえない学校が重要な仲介機能を果た しているのである。

もちろん未だ、短期契約型雇用 という不安定な就業 ・雇用機会 しか利用 しえていない層が量

的には支配的である。特 に、農村部に居住 し、農業やそのほかの雑業に しか就業 しえない人間

が圧倒的に多いことは間違いないところであ る。 こういう層 と都市中間階層 との間での所得 ・

経済力に大 きな格差が存在 していることも確かである。 しか し、タイ社会の特徴 として強調 し

てお く必要があるのは、 これ ら不安定な就業機会にしか就業 しえない家族の成員であ って も、

その個人が能力さえあれば、高等教育を受けることも可能 とな り、結果 として高い所得を稼得

しうる職種への参入が可能 となっているとい う事態である。タイにも大きな貧富の差が見 られ

ているが、その差は貧 しい層の社会的経済的地位向上に向けての努力ややる気を喪失させて し

まう程度のものではなか った といえる。この点で タイでは、初期条件と しての相対的に平等な

所得分配 という事態が結果 として、タイ経済のダイナ ミズムを効率化 したといってよいのでは

なかろうか。

このタイと全 く対照的な展開が見 られているのがフィ リピンである。 フィ リピンでは、1960

年代以降の産業化の中で、長期契約型の就業 ・雇用の場 と都市 インフォーマル部門と呼ばれる

短期契約型の就業 ・雇用の場 という労働市場の2重 構造が形成 されてきている。 フィリピンの

この労働市場のあ り様は、タイと2重 構造 という形式だけ見ると類似 していることになるが、

その再生産の メカニズムはかなり違 ったもの となって いる。

大工場、ない し大銀行 といった長期契約型雇用の場であるフォーマルな部門は、高等教育を

受けた人間 しか採用 しない。 これ ら高等教育を受 けうる階層 は、都市の中間階層や農村の地主

層 ・富農層の子弟達である。 これ らの大工場、ない し大銀行は基本的には、いわゆる単純不熟

練労働力ではな くて、自社の中で職にっきなが らの訓練を受けつつ、熟練労働者になっていく

もの しか必要としない。 このたあ、そういう訓練を受けうる能力を持 ったもの しか採用 しよう

としないわけである。 このたあ高等教育を受けた人間だけが主 として採用 され ることになる。
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農村か ら移動 してきたスラムで生 まれ育 った者は、こういったフォーマル部門への就業はほ

とんど不可能であるといってよいであろう。彼 らは単純労働か、あるいは技能をほとん ど必要

と しない雑業に就 くしか選択肢を持たないのである。農村か らの流入やスラム内での人口増加

によって、 このインフォーマル部門内での労働供給圧力は増加 し続 けてお り'、そこでの賃金水

準は低下傾向す ら示 している。 このような賃金によっては、労働者 自らが必要 とす る食糧を充

分に購入す ることもできず、またその家族成員 も栄養不足に陥 っているよ うである。労働力の

取引が常にその 日その日の短期契約で行われるという、まさに市場での裸の自由競争 にゆだね

られ、かっそ こで労働供給圧力が増加 し続けるときに、こういう状態が出現 して くることは避

けられないといえよう。インフォーマル部門に生 きる人々は、充分な就業機会を持ちえず、所

得不充分で栄養不良がはびこり、また家族成員の教育水準 も高 くない。平均寿命 も短い し、ま

た死亡率 も高い。さらに、農村 自体が既に過剰人口に悩まされている以上、農村に帰 ることも

困難である。このような状態は、産業革命期のヨーロッパで経験された 「都市の蟻地獄」にも

似てお り、ま さにそ こでは ピックスのい う 「プロ レタ リア均衡」(ピ ックス,r経 済史の理

論』)が 成立 しているといえよ う。

そ して、 これ らの人々がいくら低 い賃金で もよいか らとい って求職活動を してみても、近代

部門の雇用者が栄養不足や教育不足で、その効率が悪いことを知 っている以上、彼 らを雇お う

とは しない。 「効率賃金仮説」が明 らかに して くれているように、雇用者のこのよ うな行動は

充分に市場経済的に合理 的なので ある(原 洋之介 「貧困 と労働市場」rア ジア経済論 の構

図』)。 さ らに、雇用者が求職者ひとりひとりの能力 ・意志についての情報を収集することは、

大層困難であるという不完全情報の現実を考慮に入れるときは、インフォーマル部門の人間で

あるという集団情報だけに基づいて、雇用者の側が雇用決定を して しまうことも充分に起 こり

えよう。フィリピンの極端 に分節化された労働市場の2重 構造は、以上の様な市場経済的メカ

ニズムで再生産 されているのである。 フィ リピンにおいては、所得分配の極端な不平等 という

初期条件が結果 として、フィリピン経済全体のダイナ ミックな意味での効率化を失敗させてい

るといって もよいであろう。

以上、タイとフィリピンとの対比からも明らかなように、その社会の持っ所得 ・資産分配の

あり様 といった歴史的条件によって、産業化にともなう労働市場の構造変化に も無視 しえない

差異が生 じて くる可能性が大きいのである。 さらに既に第2講 で も強調 しておいたように、労

働の取引は 「市場 にはいささか手に負えない領域」の ものである以上、単に所得 ・資産分配の

あり様 といった初期条件だけでな くて、その社会の持つ社会構造のあ り様が労働市場の構造変
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化に強い影響を与え ることで、産業化にともなう労働市場の構造変化に無視 しえない 「地域

性 」が見 られるようになることは間違いないところであろう。例えば、イン ドのようにカース

ト制 とい う社会制度が長い歴史を通 じて成立 している社会では、産業化にともな う労働市場の

構造変化はタイともまたフィリピンとも大き く差異のあるものとなって くるのではなかろうか。

本講義の第6講 で簡単ではあるが、これらの問題を検討 してみる予定である。
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